
様式第２号（第５条関係）

事業概要書兼対象経費確認書

申請者氏名　　　　　　　　（10代・20代・30代・40代・50代・60代・70代）

１　資格等の名称（取得した資格等が複数ある場合には、全ての資格等の名称を記入してください｡)
	


２　上記の資格等が職業に必要な能力を向上させると考える理由
	


　３　対象経費
	区分
	名称
	実施日又は購入日
	金額

	受験料等及び受講料等
	
	　　年　月　日～　　年　月　日
	円

	
	
	　　年　月　日～　　年　月　日
	円

	
	
	　　年　月　日～　　年　月　日
	円

	
	
	　　年　月　日～　　年　月　日
	円

	その他
	
	　　年　月　日
	円

	
	合計額(ｱ)
	円


基準日に継続して受けていた講座等の受講料等については、金額の欄は基準日以後の経費の額に相当する額を記入してください。

　４　他の補助金等の交付となっている経費の有無

３の対象経費に国、県及び本市以外の市区町村の補助金等の交付の対象となっている経費は含まれていません。　（　はい　・　いいえ　）
　５　勤務先等からの手当等の有無
	有 ・ 無

	※手当等が有の場合は、以下に概要を記入してください。

勤務先等の名称
	受給（予定）日
	金額

	
	　　年　　月　　日
	円

	
	　　年　　月　　日
	円

	
	合計額(ｲ)
	円


　
６　交付申請額　　　　　　　　　　円
(ｱ)－(ｲ)が６万円以下の場合にあっては（(ｱ)－(ｲ)）÷３×２（100円未満の端数を切り捨てる｡)と３万円とを、(ｱ)－(ｲ)が６万円を超える場合にあっては（(ｱ)－(ｲ)）÷２（100円未満の端数を切り捨てる｡)と５万円とを比較していずれか少ない額を記入してください。
